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1.  平成25年10月期の連結業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日） 

（注）当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年10月期 3,647 △7.3 405 △1.4 384 1.1 230 7.2
24年10月期 3,933 1.3 411 3.8 380 8.5 214 7.5
（注）包括利益 25年10月期 231百万円 （7.6％） 24年10月期 214百万円 （7.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年10月期 72.98 72.29 11.9 6.2 11.1
24年10月期 68.21 67.70 12.2 6.7 10.5
（参考） 持分法投資損益 25年10月期  ―百万円 24年10月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年10月期 6,653 2,010 30.2 632.74
24年10月期 5,812 1,852 31.8 586.87
（参考） 自己資本   25年10月期  2,006百万円 24年10月期  1,849百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年10月期 124 △796 584 736
24年10月期 334 △581 135 823

2.  配当の状況 

（注）当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っており、平成25年10月期末の配当金から株式分割後の配当金額を記載
しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年10月期 ― 0.00 ― 1,700.00 1,700.00 53 24.9 3.0
25年10月期 ― 700.00 ― 10.00 ― 53 23.3 2.8
26年10月期(予想) ― 7.00 ― 10.00 17.00 22.8

3. 平成26年10月期の連結業績予想（平成25年11月 1日～平成26年10月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,924 16.4 222 29.3 200 19.6 112 20.6 35.58
通期 4,000 9.7 443 9.2 400 4.1 236 2.5 74.46



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料１４ページ「４．連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する事項 （追加情報）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）当社は、平成25年５月１日付けで普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分
割が行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を算定しております。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年10月期 3,171,200 株 24年10月期 3,151,200 株
② 期末自己株式数 25年10月期 27 株 24年10月期 ― 株
③ 期中平均株式数 25年10月期 3,156,238 株 24年10月期 3,151,200 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年10月期の個別業績（平成24年11月1日～平成25年10月31日） 

（注）当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われた
と仮定して、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

（注）当社は、平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前事業年度の期首に当該株式分割が行われた
と仮定して、１株当たり純資産を算定しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年10月期 3,328 △6.7 358 △0.3 361 △1.9 226 1.5
24年10月期 3,566 0.4 359 3.3 368 7.7 223 6.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年10月期 71.79 71.11
24年10月期 70.84 70.31

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年10月期 6,541 1,945 29.7 612.44
24年10月期 5,706 1,792 31.3 567.64
（参考） 自己資本 25年10月期  1,942百万円 24年10月期  1,788百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について 
は、決算短信（添付資料）１ページ「１．経営成績・財政状況に関する分析 （1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

  当連結会計年度(自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日)における我が国経済は、新政権による各種政策、  

円安・株高を背景とし、企業収益及び個人消費が改善傾向にあり、景気は緩やかに回復しつつあります。また、欧州

経済の低迷、新興国経済の先行き等、世界経済の減速が依然として懸念材料となっております。当社グループの事業

領域である不動産業界におきましては、金融緩和による良好な資金調達環境を背景に収益不動産の取引が活発化し、

また賃貸市場では都心のオフィスビルの空室率が低下し賃料にも底打ち感が出ており、回復傾向が鮮明になりつつあ

ります。 

  このような状況の下、当社グループは、主軸である不動産管理運営事業で安定収益を確保する一方、優良な賃貸レ

ジデンス開発用地の取得に努めてまいりました。また、不動産開発販売事業においても、事業用開発物件の用地取得

も行い、今後の収益機会を拡大する動きをとってまいりました。この結果、当連結会計年度の業績として、売上高は

3,647,313千円（前期：3,933,190千円、前期比：7.3％減）、営業利益は405,760千円（前期：411,412千円、前期

比：1.4％減）、経常利益は384,636千円（前期：380,268千円、前期比：1.1％増）、当期純利益は230,345千円（前

期：214,949千円、前期比：7.2％増）となりました。 

  

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

＜不動産管理運営事業＞ 

 当セグメントにおきましては、賃貸住宅のサブリース運営業務および賃貸管理業務を、顧客サービスの質の向上を

主眼としてグループ一丸となり取り組んでまいりました。この結果、不動産管理運営事業の売上高は2,948,362千円

（前期：2,980,195千円、前期比1.1％減）、セグメント利益は529,388千円（前期：510,469千円、前期比3.7％増）

となりました。 

  

＜不動産開発販売事業＞ 

 当セグメントにおきましては、賃貸事業用マンションは１棟８室、新築戸建１棟、宅地９区画、中古区分マンショ

ン１戸を引渡しました。この結果、不動産開発販売事業の売上高は562,640千円（前期：807,466千円、前期比30.3％

減）、セグメント利益は40,134千円（前期：61,506千円、前期比34.7％減）となりました。 

  

＜不動産仲介コンサル事業＞ 

 当セグメントにおきましては、賃貸物件の仲介業務において契約時初期費用を低減するなど、稼働率重視で取り組

んでまいりました。この結果、不動産仲介コンサル事業の売上高は136,310千円（前期：145,528千円、前期比6.3％

減）、セグメント損失は17,341千円（前期：10,825千円、前期比60.2％増）となりました。 

  

②次期の見通し  

 今後の経済環境の見通しにつきましては、株式市場や企業業績の持ち直しなど回復基調が鮮明化しつつある一方、

消費税増税、海外経済を巡る不確実性が懸念材料となっております。このような環境の中、当社グループは、基軸で

ある不動産管理運営事業の強化に注力し、地域に密着した営業基盤の拡充に努めます。また、不動産開発販売事業に

おいては、流動性の高い都内の賃貸事業用物件の他、優良な宅地の販売を中心に取り組んでまいります。 

 上記の取り組みによって、次期の業績は、売上高4,000百万円(当期比9.7％増）、営業利益443百万円（同9.2％

増）、経常利益400百万円（同4.1％増）、当期純利益236百万円（同2.5％増）をそれぞれ見込んでおります。 

  

 ※上記の予想は、本資料の発表時点において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に関わる

発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後、様々な要因によって大きく異なる結果となる

可能性があります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析



(2）財政状態に関する分析 

 当社グループにおける財政状態の分析は以下のとおりであります。 

 なお、文中における将来に関する事項については、本資料提出日現在において判断したものであります。 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末より841,094千円増加して6,653,610千円（前連結会計年度末比

14.5％増）となりました。流動資産は274,200千円増加して、2,525,008千円（前連結会計年度末比12.2％増）となり

ました。流動資産増加の主な要因は、新規開発プロジェクト２棟が完成したこと及び販売用土地の仕入等によりたな

卸資産が292,793千円増加したことによるものであります。    

 また、固定資産は566,894千円増加して、4,128,602千円（前連結会計年度末比15.9％増）となりました。この主な

要因は、千葉県船橋市に事業用テナントビル１棟を取得したこと等により有形固定資産が596,502千円増加したこと

によるものであります。 

 当連結会計年度末の負債は、683,569千円増加して4,643,411千円（前連結会計年度末比17.3％増）となりました。

流動負債は47,814千円増加して779,813千円(前連結会計年度末比6.5％増)となりました。これは１年内返済予定の長

期借入金が55,473千円増加したことが主な要因であります。固定負債は635,755千円増加して3,863,597千円（前連結

会計年度末比19.7％増）となりました。長期借入金が603,175千円増加したことが主な要因であります。 

 当連結会計年度末の純資産は、157,525千円増加して2,010,199千円（前連結会計年度末比8.5％増）となりまし

た。当期純利益を230,345千円計上し、配当金75,628千円を支払いしたことが主な要因であります。  

  

②キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末から87,211千円減少

し、当連結会計年度末現在の残高は736,295千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状

況と変動の要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、１年間で増加した資金は124,182千円（前年同期では334,709千円の増加）となりました。税金等

調整前当期純利益384,636千円及び減価償却費90,856千円の計上による増加に対し、たな卸資産の取得による支出

204,265千円及び法人税等166,275千円を支払したことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、１年間で減少した資金は796,159千円（前年同期では581,420千円の減少）となりました。これ

は、千葉県船橋市に事業用テナントビル１棟を新たに取得したこと等により有形固定資産の取得による支出を

762,453千円行ったことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、１年間で増加した資金は584,765千円（前年同期では135,780千円の増加）となりました。これ

は、長期借入金の返済による支出241,352千円及び配当金の支払額75,424千円がそれぞれ資金減少要因となった一方

で、長期借入金の借入による収入が900,000千円あったことが主な要因であります。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

(注) １．上記指標の算出方法は下記の通りであります。 

自己資本比率：  自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：  株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：  有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：   営業キャッシュ・フロー/利払い 

２．上記はいずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

  

  平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月 平成25年10月 

自己資本比率（％）  27.5  27.9  30.4  31.8  30.2

時価ベースの自己資本比

率（％） 
 30.3  18.0  21.6  20.9  29.1

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（％） 
 1,263.7  4,108.2  342.5  947.4  3,083.9

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 4.4  1.6  18.3  6.9  3.2



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は株主様への利益還元を経営の重要な課題と位置付けており、配当政策については、中長期的な事業計画に基

づき企業体質の強化と将来の事業展開のための内部留保の充実を図るとともに、業績に応じた安定的な配当を行うこ

とを基本方針としております。 

  当社の剰余金の配当の回数は、当社定款に基づき、中間配当及び期末配当の年２回を基本としており、配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。  

 平成25年10月期につきましては、上記方針のもと、中間配当にて１株当たり700円（実施済）、期末配当にて１株

当たり10円とすることを予定しております（当社は平成25年５月１日を効力日として、当社普通株式１株につき100

株の割合で株式分割を実施しております。）。 

 平成26年10月期の配当につきましては、通期にて１株当たり17円（１株当たり中間配当：７円、１株当たり期末配

当：10円）とさせていただく予定であります。 

   

(4）事業等のリスク 

 以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。 

 当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

でありますが、当社の有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討し

た上で行われる必要があると考えております。 

 なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、本資料提出日現在において当社グループが判断したものであり、不

確実性を内在しているため、実際の結果とは大きく異なる可能性があります。 

  

①不動産市況について 

 不動産価格の下落している局面においては、買い控えにより下落に拍車がかかり、不動産の流動性の著しい低下、

たな卸資産の評価損や固定資産の減損の発生により業績に影響が出る可能性があります。物件の仕入れについても、

地価の乱高下が続いた場合や競合の激化により有用な情報の入手が困難になった場合には自社開発物件が計画どおり

供給できない可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②市況の変動による不動産開発販売事業の在庫リスクについて 

 当社は独自のコンセプトに基づき、マーケット分析や事業計画を十分に検討した上で土地を厳選して取得し、収益

物件、戸建物件等の企画、開発、販売を行っております。しかしながら、突発的な市況の変動、建物調達コストの変

動、想定外の金利の上昇、金融市場の信用収縮等が生じた場合等には、当初計画通りの販売を行えない可能性があり

ます。その場合は在庫として滞留することとなり、当社の業績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。 

  

③物件の引渡時期等による業績の変動について 

 不動産開発販売事業における物件の販売について、各期において引渡しとなる物件数が多くないことから、引渡し

時期及び規模により、当社の四半期毎の業績は大きく変動する可能性があります。 

  

④法的規制について 

 1)不動産関連法制の変更について 

  宅地建物取引業法、建築基準法・都市計画法その他不動産関連法制、建設業法、建築士法等建築に関する法令を

 はじめとして、当社グループの各事業の遂行に関連する法令の改廃や新たに法的規制が設けられた場合には、当社

 グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。 

＜提出会社が取得している免許・許可＞ 

  

   2)個人情報の管理について 

  当社グループが行っている事業においては、多くの顧客の個人情報を保有しています。当社グループでは、個人

 情報保護規程を制定し、情報管理に関する規程及び運用マニュアル等によって、個人情報管理の強化と徹底を図っ

 ております。しかしながら、不測の事態により、当社グループが保有する顧客情報が社外へ漏洩した場合等には、

 顧客への信用低下やトラブル解決のための費用負担等により当社グループの業績に影響を与える可能性がありま 

 す。  

法令名等 免許・許可の内容 有効期間 

 宅地建物取引業法 国土交通大臣(5) 第5209号  平成24年4月29日から平成29年4月28日まで 

 建設業法  東京都知事（般）17第125524号  平成23年3月30日から平成28年3月29日まで  



⑤有利子負債依存度および資金調達について 

  当社グループは、不動産開発販売事業における土地・建物仕入資金および不動産管理運営事業における賃貸用自社

所有不動産の取得資金を、主に金融機関からの借入金によって調達しております。したがって事業拡大の過程におい

ては営業活動のキャッシュ・フローと投資活動のキャッシュ・フロー(以下、総称してフリー・キャッシュ・フロー

といいます。）がマイナスとなり、それを財務活動により補う傾向となるとともに、総資産に対する有利子負債の割

合が高まる傾向があります。 

 また、当社はたな卸資産に建築中または販売中の物件以外に、賃貸で運用しながら３年以内に販売する予定の物件

を含んでおります。そうした案件の増加も営業キャッシュ・フローのマイナス要因となるものであります。 

  たな卸資産及び賃貸用不動産への投資は当社の成長戦略に不可欠のものであり、フリー・キャッシュ・フローのマ

イナスを補うために次の方策を取っております。 

1. 資金調達に関しては、特定の金融機関に偏ることなく、個別プロジェクトごとに金融機関と協議を行い、金融

機関による客観的評価を経た上で借入を実施しております。 

2. 常時3～4行のコアバンクを確保しながら、資金調達の裾野を広げる努力をいたしております。 

3. 不動産開発販売に関するプロジェクトの規模は１案件当たり概ね30百万円から300百万円として、資金調達、

販売活動両面で機動性が効くものとしております。 

  しかし、金融環境の変化や当社の信用力低下により資金調達が十分に行われない場合には個別プロジェクト進

捗と当社の経営成績に影響を与える可能性があります。   

  当社グループのキャッシュ・フローおよび有利子負債の状況は下記の通りであります。 

                                        (単位：千円） 

  

⑥販売先の確保について 

 当社は、不動産開発販売事業において収益物件等の企画、開発を行い、不動産仲介コンサル事業及び不動産管理運

営事業において信頼関係を培った不動産オーナーを始めとする購入者に対し販売を行っております。これらの既存事

業における信頼関係に基づく顧客層は今後も拡大していくものと考えますが、万が一当社の企画物件数の増大に伴い

十分な顧客の確保ができない場合は当社の業績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦人材の確保・育成について 

 当社グループの事業は、各事業の連携とそこから生まれる事業間のシナジーにより、顧客のニーズを具現化する商

品・サービスの実現を目指しております。そのためには不動産事業は勿論、金融・法務・税務にわたる幅広い知識と

経験を有する優秀な人材の確保・育成が不可欠となっております。 

 そうした中、当社グループでは採用から育成にいたる環境整備に積極的に取り組んでいく方針でありますが、今

後、当社グループが求める人材の確保・育成が計画通り進まなかった場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

⑧小規模組織であることについて 

 当社グループは平成25年10月31日現在、従業員34名と小規模組織であり、内部管理体制についても組織の規模に応

じたものとなっております。当社グループは今後、業容の拡大に応じて人材の採用を行うとともに社内管理体制の強

化・充実に努める予定であります。しかしながら、当社グループが事業の拡大に対して適切かつ充分な対応ができな

かった場合には、当社グループの事業遂行及び拡大に制約が生じ、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

決算年月 平成24年10月 平成25年10月 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  334,709  124,182

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △581,420  △796,159

 （フリー・キャッシュ・フロー合計）   △246,710  △671,976

 財務活動によるキャッシュ・フロー   135,780  584,765

 １年内返済予定の長期借入金  408,849  464,322

 長期借入金  2,762,209  3,365,384

 有利子負債合計    A   3,171,058  3,829,706

 総資産額     B   5,812,516  6,653,610

 有利子負債依存度 A/B    54.6%   % 57.6

 たな卸資産残高  1,297,785  1,590,578

 有形固定資産残高  3,307,677  3,904,179



⑨代表取締役への依存について 

 当社の代表取締役である向井山達也は、当社グループの経営方針や事業戦略の立案、決定ならびに事業の推進にお

いて重要な役割を果たしております。 

 当社グループは事業の拡大とともに、同氏に過度に依存しない体制の構築を進めておりますが、何らかの事情によ

り同氏の業務遂行が困難となった場合には、その後の当社グループの業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があり

ます。  

  

 最近の有価証券報告書（平成25年１月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。  

  

(1）会社経営の基本方針 

 当社グループは、創業以来徹底したお客様中心主義を掲げております。目先の利益を追い求めるのではなく、常に

お客様の目線で物事を捉え、お客様の立場で物事を判断することを、全ての社員が心がけております。私達はお客様

の声に真摯に耳を傾け、お客様の「あったらいいなぁ」を社会に提供し続けていきたいと考えております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、中核事業である不動産管理運営事業をベースに、お客様本位の使い方・住まい方のできる住空間

を創造する企業を目指しつつ、長期的には売上高経常利益率の向上を重視して経営に取り組んでまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループは、自社店舗を活用した賃貸仲介サービス（不動産仲介コンサル事業）と、賃貸物件のサブリース及

び管理物件のＰＭ業務を行う不動産管理運営事業を基軸事業としており、このストック型の事業を、安定的かつ持続

的に成長させて参ります。同時に物件オーナー様への有効活用コンサル及び企画の受注を増加させるべく推進してい

きます。また、不動産開発販売事業における開発事業はこうした関係を強める有効手段と考えており、３つの事業の

シナジー効果を有効に生かしつつ推進していきます。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループの安定的かつ持続的な成長には中核事業である居住用物件や駐車場等の管理受託ニーズの発掘は不可

欠です。 

 上記の目的を達成するためにはオーナー様との厚い信頼関係が必須であり、またその関係を持続していくために

は、不動産関連知識に加え、不動産経営に関する金融・法務・税務等広範囲に及ぶ高いコンサルティング能力が不可

欠となってまいります。有能な社員の確保とともに、適材適所の人材配置と教育体制の充実により能力の向上に努め

てまいります。また、サブリース、管理受託を受けている物件の稼働率を向上させるためには、全社員がお客様目線

でサービスを捉え、その質を向上することが必須だと考えております。非営業部門も含めた全社員で空室物件の問題

点の確認、清掃活動を定期的に行うなどのＯＪＴを実施することによりサービスの質を一層向上させるべく努めてま

いります。  

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 823,507 786,295

営業未収入金 77,219 75,644

たな卸資産 ※1, ※2  1,297,785 ※1, ※2, ※3  1,590,578

繰延税金資産 39,890 44,765

その他 22,855 37,117

貸倒引当金 △10,449 △9,392

流動資産合計 2,250,807 2,525,008

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,783,272 2,013,434

減価償却累計額 △178,660 △215,133

建物及び構築物（純額） ※1  1,604,612 ※1, ※3  1,798,300

車両運搬具 42,357 45,491

減価償却累計額 △33,426 △39,946

車両運搬具（純額） 8,931 5,545

工具、器具及び備品 111,733 123,051

減価償却累計額 △81,513 △91,366

工具、器具及び備品（純額） 30,219 31,684

土地 ※1  1,663,913 ※1, ※3  2,063,748

建設仮勘定 － 4,900

有形固定資産合計 3,307,677 3,904,179

無形固定資産   

ソフトウエア 513 9,547

その他 3,202 3,202

無形固定資産合計 3,715 12,749

投資その他の資産   

投資有価証券 2,026 3,566

繰延税金資産 6,200 4,801

敷金 77,679 69,296

差入保証金 106,818 84,915

その他 57,589 49,093

投資その他の資産合計 250,314 211,673

固定資産合計 3,561,708 4,128,602

資産合計 5,812,516 6,653,610



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 43,576 57,579

1年内返済予定の長期借入金 ※1  408,849 ※1  464,322

未払費用 14,261 14,795

未払法人税等 84,302 76,370

賞与引当金 9,800 8,700

前受金 39,819 58,053

営業預り金 122,467 92,690

その他 8,921 7,303

流動負債合計 731,999 779,813

固定負債   

長期借入金 ※1  2,762,209 ※1  3,365,384

預り敷金 174,976 202,964

預り保証金 290,656 295,248

固定負債合計 3,227,842 3,863,597

負債合計 3,959,841 4,643,411

純資産の部   

株主資本   

資本金 166,046 166,826

資本剰余金 64,896 65,676

利益剰余金 1,618,296 1,773,014

自己株式 － △17

株主資本合計 1,849,239 2,005,499

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 110 1,024

その他の包括利益累計額合計 110 1,024

新株予約権 3,323 3,676

純資産合計 1,852,674 2,010,199

負債純資産合計 5,812,516 6,653,610



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

売上高 3,933,190 3,647,313

売上原価 2,978,883 2,697,752

売上総利益 954,307 949,561

販売費及び一般管理費   

役員報酬 87,515 85,920

給料及び手当 147,200 151,110

賞与 7,224 5,509

賞与引当金繰入額 9,800 8,700

法定福利費 29,468 29,638

地代家賃 63,503 57,625

租税公課 54,217 61,159

通信費 18,329 18,931

業務委託費 31,531 31,727

貸倒引当金繰入額 865 －

その他 93,240 93,478

販売費及び一般管理費合計 542,895 543,801

営業利益 411,412 405,760

営業外収益   

受取利息 187 180

営業譲受債権回収益 16,085 14,283

保険返戻金 3,420 1,031

貸倒引当金戻入額 － 994

その他 3,354 1,809

営業外収益合計 23,048 18,299

営業外費用   

支払利息 48,767 38,983

その他 5,424 439

営業外費用合計 54,191 39,423

経常利益 380,268 384,636

特別利益   

固定資産売却益 ※  169 －

特別利益合計 169 －

税金等調整前当期純利益 380,438 384,636

法人税、住民税及び事業税 165,655 158,393

法人税等調整額 △166 △4,102

法人税等合計 165,488 154,290

少数株主損益調整前当期純利益 214,949 230,345

当期純利益 214,949 230,345



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 214,949 230,345

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △23 913

その他の包括利益合計 ※  △23 ※  913

包括利益 214,926 231,259

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 214,926 231,259



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 166,046 166,046

当期変動額   

新株の発行 － 780

当期変動額合計 － 780

当期末残高 166,046 166,826

資本剰余金   

当期首残高 64,896 64,896

当期変動額   

新株の発行 － 780

当期変動額合計 － 780

当期末残高 64,896 65,676

利益剰余金   

当期首残高 1,453,766 1,618,296

当期変動額   

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 214,949 230,345

当期変動額合計 164,530 154,717

当期末残高 1,618,296 1,773,014

自己株式   

当期首残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △17

当期変動額合計 － △17

当期末残高 － △17

株主資本合計   

当期首残高 1,684,709 1,849,239

当期変動額   

新株の発行 － 1,560

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 214,949 230,345

自己株式の取得 － △17

当期変動額合計 164,530 156,259

当期末残高 1,849,239 2,005,499



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 134 110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 913

当期変動額合計 △23 913

当期末残高 110 1,024

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 134 110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 913

当期変動額合計 △23 913

当期末残高 110 1,024

新株予約権   

当期首残高 3,713 3,323

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △389 352

当期変動額合計 △389 352

当期末残高 3,323 3,676

純資産合計   

当期首残高 1,688,556 1,852,674

当期変動額   

新株の発行 － 1,560

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 214,949 230,345

自己株式の取得 － △17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △412 1,265

当期変動額合計 164,117 157,525

当期末残高 1,852,674 2,010,199



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 380,438 384,636

減価償却費 91,080 90,856

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,086 △1,056

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,900 △1,100

受取利息及び受取配当金 △187 △180

支払利息 48,767 38,983

固定資産売却損益（△は益） △169 －

営業債権の増減額（△は増加） 72 1,574

たな卸資産の増減額（△は増加） 89,550 △204,265

営業債務の増減額（△は減少） 1,955 14,002

前受金の増減額（△は減少） △28,658 18,233

未払消費税等の増減額（△は減少） △23,498 △2,583

未収消費税等の増減額（△は増加） － △14,631

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △35,005 32,580

その他 31,732 △27,745

小計 556,891 329,304

利息及び配当金の受取額 187 180

利息の支払額 △47,785 △39,027

法人税等の支払額 △174,583 △166,275

営業活動によるキャッシュ・フロー 334,709 124,182

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △50,000

有形固定資産の取得による支出 △606,707 △762,453

無形固定資産の取得による支出 － △10,000

敷金及び保証金の回収による収入 27,407 29,906

その他 △2,120 △3,611

投資活動によるキャッシュ・フロー △581,420 △796,159

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △80,000 －

長期借入れによる収入 724,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △457,965 △241,352

株式の発行による収入 － 1,560

自己株式の取得による支出 － △17

配当金の支払額 △50,254 △75,424

財務活動によるキャッシュ・フロー 135,780 584,765

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110,929 △87,211

現金及び現金同等物の期首残高 934,436 823,507

現金及び現金同等物の期末残高 ※  823,507 ※  736,295



 該当事項はありません。  

   

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱アールエイジ・テクニカル・サービス 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）を採用しております。 

ロ たな卸資産 

販売用不動産・仕掛販売用不動産 

個別原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 なお、賃貸等による収入が発生している販売用不動産に関しては、それぞれの耐用年数に応じた減

価償却を行っております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

ハ 長期前払費用 

定額法 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控徐対象外消費税及び地方消費税は、当

連結会計年度の費用として処理しております。 

 ただし、固定資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、投資その他の資産の「その他」に含め

て計上し、５年間で均等償却を行っております。 

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「保険料収入」及び「債務勘定整理益」は金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度において「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「保険料収入」及び「債務勘定整理益」に表示してい

た73千円、135千円は、「その他」として組み替えております。  

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年11月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。  

  

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※２ たな卸資産の内訳 

  

※３ 固定資産として保有していた資産を保有目的の変更により、下記のとおりたな卸資産に振り替えており

ます。 

  

※ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

（表示方法の変更）

（追加情報）

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年10月31日） 

たな卸資産 千円 968,836 千円 1,178,433

土地  1,624,383  2,062,495

建物及び構築物  1,506,363  1,769,575

計  4,099,583  5,010,504

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年10月31日） 

1年内返済予定の長期借入金 千円408,849 千円464,322

長期借入金  2,762,209  3,365,384

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年10月31日） 

販売用不動産 千円 891,875 千円 1,228,171

仕掛販売用不動産  405,909  362,406

計  1,297,785  1,590,578

  
前連結会計年度 

（平成24年10月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年10月31日） 

たな卸資産 千円 － 千円 104,527

計  －  104,527

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

車両運搬具 千円 169   千円 －



  

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

 平成25年１月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額        千円 

（ロ）配当の原資         利益剰余金 

（ハ）１株当たり配当額      円 

（ニ）基準日           平成24年10月31日 

（ホ）効力発生日         平成25年１月30日  

  

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 千円 △39 千円 1,540

組替調整額  －  －

税効果調整前  △39  1,540

税効果額  15  △626

その他有価証券評価差額金  △23  913

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）  31,512  －  －  31,512

合計  31,512  －  －  31,512

自己株式     

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権 

の目的とな 

る株式の種 

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 当連結会計 

年度末残高 

（千円） 
当連結会計 

年度期首 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末 

提出会社 
ストックオプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ―         3,323

合計 ― ― ― ― ―        3,323

(決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日   

平成24年1月27日 

定時株主総会 
普通株式  50,419  1,600 平成23年10月31日 平成24年1月30日 

53,570

1,700



当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式数の増加3,139,688株は、普通株式１株につき普通株式100株の株式分割による増加 

    3,119,688株、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加20,000株であります。   

   ２ 普通株式の自己株式数の増加27株は、単元未満株式の買取りによる増加27株であります。  
  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

 平成26年１月28日の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額        千円 

（ロ）配当の原資         利益剰余金 

（ハ）１株当たり配当額      円 

（ニ）基準日           平成25年10月31日 

（ホ）効力発生日         平成26年１月29日  

  

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）１  31,512  3,139,688  －  3,171,200

合計  31,512  3,139,688  －  3,171,200

自己株式（注）２     

普通株式  －  27  －  27

合計  －  27  －  27

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権 

の目的とな 

る株式の種 

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
 当連結会計 

年度末残高 

（千円） 
当連結会計 

年度期首 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末 

提出会社 
ストックオプション

としての新株予約権 
― ― ― ― ―         3,676

合計 ― ― ― ― ―        3,676

(決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日   

平成25年1月29日 

定時株主総会 
普通株式  53,570  1,700 平成24年10月31日 平成25年1月30日 

平成25年６月７日 

取締役会 
普通株式  22,058  700 平成25年４月30日 平成25年７月10日 

31,711
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※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

当社は、千葉県及びその他の地域において、賃貸事業用マンション（土地・建物）を所有しております。前

連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸等収入は284,221千円、賃貸費用は83,695千円、賃貸損

益は200,525千円であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸等収入は311,742千円、

賃貸費用は107,954千円、賃貸損益は203,788千円であります。 

  

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。 

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は東京都江戸川区に賃貸事業用マンションを取得した

ことにより565,134千円増加しております。当連結会計年度の主な増加額は千葉県船橋市に事業用テナ

ントビル１棟及び新規開発用土地を取得したことにより732,229千円増加しております。また、物件の

保有目的変更に伴い104,527千円減少しております。 

３．期末の時価は、一部の物件は不動産鑑定士の評価、その他は不動産鑑定基準に基づき社内で計算した評

価額となっております。  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

現金及び預金勘定 千円 823,507 千円 786,295

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －  △50,000

現金及び現金同等物  823,507  736,295

（賃貸等不動産関係）

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

連結貸借対照表計上額   

  期首残高  2,699,950  3,236,796

  期中増減額  536,846  595,274

  期末残高  3,236,796  3,832,070

期末時価  4,090,710  4,899,060



１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。  

 当社グループは、事業本部及び連結子会社を基礎とした事業別のセグメントから構成されており「不

動産管理運営事業」「不動産開発販売事業」「不動産仲介コンサル事業」の３つを報告セグメントとし

ております。  

 各セグメントの主な事業内容は以下のとおりであります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法  

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 
 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。   

   

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成23年11月１日 至 平成24年10月31日） 

（注）１「調整額」は以下のとおりであります。  

（1）セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△149,738千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。全社費用は主に親会社本社の管理部門に係る費用です。 

（2）セグメント資産の調整額868,223千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社的資産であります。 

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額63千円は、福利厚生施設の追加投資額であります。  

   ２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。  

      ３ 減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれます。

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

 不動産管理運営事業  ・・  

賃貸マンションの一括借上げ（サブリース）、賃貸マンショ

ンの自社所有、居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及び管理

業務、大型リフォーム 

 不動産開発販売事業  ・・  賃貸マンション及び戸建住宅の企画、開発、販売  

 不動産仲介コンサル事業 ・・  居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務  

（単位：千円）

  報告セグメント       

  

不動産管理

運営事業 

  

不動産開発

販売事業 

  

不動産仲介

コンサル事

業 

合計 

  

  

  

調整額 

（注)１  

  

  

連結財務諸

表計上額 

（注)２ 

売上高             

(1）外部顧客への売上高  2,980,195  807,466  145,528  3,933,190  －  3,933,190

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 －  －  －  －  －  －

計  2,980,195  807,466  145,528  3,933,190  －  3,933,190

セグメント利益又はセグメント損失（△）  510,469  61,506  △10,825  561,150  △149,738  411,412

セグメント資産  3,565,345  1,310,924  68,022  4,944,292  868,223  5,812,516

その他の項目             

 減価償却費   78,797  5,853  5,067  89,717  1,680  91,397

 有形固定資産及び無形固定資産の増 

 加額 
 598,870  －  5,807  604,678  63  604,742



当連結会計年度（自 平成24年11月１日 至 平成25年10月31日） 

（注）１「調整額」は以下のとおりであります。  

（1）セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△146,420千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。全社費用は主に親会社本社の管理部門に係る費用です。 

（2）セグメント資産の調整額846,330千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社的資産であります。 

（3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額5,557千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社的資

産の購入であります。  

   ２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。  

      ３ 減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれます。

（単位：千円）

  報告セグメント       

  

不動産管理

運営事業 

  

不動産開発

販売事業 

  

不動産仲介

コンサル事

業 

合計 

  

  

  

調整額 

（注)１  

  

  

連結財務諸

表計上額 

（注)２ 

売上高             

(1）外部顧客への売上高  2,948,362  562,640  136,310  3,647,313  －  3,647,313

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 －  －  －  －  －  －

計  2,948,362  562,640  136,310  3,647,313  －  3,647,313

セグメント利益又はセグメント損失（△）  529,388  40,134  △17,341  552,181  △146,420  405,760

セグメント資産  4,137,490  1,600,713  69,075  5,807,280  846,330  6,653,610

その他の項目             

 減価償却費   76,765  5,316  6,486  88,568  2,287  90,856

 有形固定資産及び無形固定資産の増 

 加額 
 766,088  －  2,187  768,276  5,557  773,834



前連結会計年度（自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

    本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はありま

せん。  

  

当連結会計年度（自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

    本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載はありま

せん。  

  

前連結会計年度（自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日） 

 該当事項はありません。   

  

当連結会計年度（自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日） 

 該当事項はありません。   

  

前連結会計年度（自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

前連結会計年度（自  平成23年11月１日  至  平成24年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成24年11月１日  至  平成25年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



（注）１ 当社は平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及

び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。  

  

   ２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

    

  該当事項はありません。   

  

  

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、資産除去債

務及び関連当事者情報に関する注記事項は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、記載を

省略しております。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭586 87

１株当たり当期純利益金額 円 銭68 21

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円 銭67 70

１株当たり純資産額 円 銭632 74

１株当たり当期純利益金額 円 銭72 98

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円 銭72 29

  
前連結会計年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

１株当たり当期純利益     

   当期純利益（千円）  214,949  230,345

  普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

  普通株式に係る当期純利益（千円）  214,949  230,345

  期中平均株式数（株）  3,151,200  3,156,238

潜在株式調整後１株当たり当期純利益額      

  当期純利益調整額(千円)  －  －

 普通株式増加数  23,747  29,978

 （うちストックオプション）   (23,747)  (29,978)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

第３回新株予約権 個（ 株） 
第４回新株予約権 個（ 株） 

40.0 8,000

90.0 9,000

第３回新株予約権 個（ 株） 
  

  

38.5 7,700

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 749,967 710,012

営業未収入金 30,908 29,635

販売用不動産 ※1  892,526 ※1, ※2  1,228,822

仕掛販売用不動産 ※1  405,909 ※1  362,406

前渡金 2,166 2,000

前払費用 6,951 7,234

繰延税金資産 36,997 42,653

立替金 14,843 12,698

未収消費税等 － 14,631

その他 2,419 2,262

貸倒引当金 △7,946 △8,576

流動資産合計 2,134,744 2,403,780

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,775,355 2,005,516

減価償却累計額 △171,608 △207,804

建物（純額） ※1  1,603,746 ※1, ※2  1,797,712

構築物 6,768 6,768

減価償却累計額 △5,550 △5,684

構築物（純額） 1,217 1,084

車両運搬具 33,221 33,335

減価償却累計額 △24,697 △28,421

車両運搬具（純額） 8,524 4,913

工具、器具及び備品 111,321 122,639

減価償却累計額 △80,986 △90,834

工具、器具及び備品（純額） 30,334 31,805

土地 ※1  1,663,913 ※1, ※2  2,063,748

建設仮勘定 － 4,900

有形固定資産合計 3,307,737 3,904,164

無形固定資産   

ソフトウエア 513 9,547

電話加入権 3,202 3,202

無形固定資産合計 3,715 12,749

投資その他の資産   

投資有価証券 2,026 3,566

関係会社株式 10,000 10,000

長期前払費用 28,183 24,928

繰延税金資産 6,200 4,801

敷金 77,679 69,296

差入保証金 106,604 84,710

その他 29,334 23,847

投資その他の資産合計 260,029 221,149

固定資産合計 3,571,482 4,138,063



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年10月31日) 

当事業年度 
(平成25年10月31日) 

資産合計 5,706,226 6,541,844

負債の部   

流動負債   

営業未払金 18,937 27,489

1年内返済予定の長期借入金 ※1  408,849 ※1  464,322

未払費用 9,191 10,476

未払法人税等 73,399 67,771

未払消費税等 1,959 －

賞与引当金 8,000 6,700

前受金 39,194 57,719

営業預り金 122,382 91,398

預り金 2,665 3,000

その他 1,742 3,549

流動負債合計 686,321 732,428

固定負債   

長期借入金 ※1  2,762,209 ※1  3,365,384

預り敷金 174,976 202,964

預り保証金 290,656 295,248

固定負債合計 3,227,842 3,863,597

負債合計 3,914,163 4,596,025

純資産の部   

株主資本   

資本金 166,046 166,826

資本剰余金   

資本準備金 64,896 65,676

資本剰余金合計 64,896 65,676

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,557,685 1,708,632

利益剰余金合計 1,557,685 1,708,632

自己株式 － △17

株主資本合計 1,788,628 1,941,117

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 110 1,024

評価・換算差額等合計 110 1,024

新株予約権 3,323 3,676

純資産合計 1,792,062 1,945,818

負債純資産合計 5,706,226 6,541,844



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

売上高   

不動産管理運営事業売上 2,613,042 2,629,275

不動産開発販売事業売上 807,466 562,640

不動産仲介コンサル事業売上 145,528 136,310

売上高合計 3,566,037 3,328,226

売上原価   

不動産管理運営事業原価 1,995,481 1,977,573

不動産開発販売事業原価 705,842 478,662

不動産仲介コンサル事業原価 46,440 48,614

売上原価合計 2,747,764 2,504,850

売上総利益 818,273 823,375

販売費及び一般管理費   

役員報酬 77,990 76,230

給料及び手当 117,435 121,811

賞与 5,327 4,524

賞与引当金繰入額 8,000 6,700

法定福利費 23,232 23,678

福利厚生費 4,462 3,897

地代家賃 54,403 48,840

租税公課 53,739 60,738

旅費及び交通費 8,775 9,041

通信費 15,723 16,087

支払手数料 7,998 8,952

業務委託費 27,284 27,567

採用費 4,951 4,573

減価償却費 19,034 19,713

貸倒引当金繰入額 － 692

貸倒損失 690 －

その他 30,025 32,231

販売費及び一般管理費合計 459,074 465,279

営業利益 359,198 358,096

営業外収益   

受取利息 173 165

受取配当金 ※1  40,000 ※1  30,000

営業譲受債権回収益 16,085 9,222

その他 6,745 2,600

営業外収益合計 63,005 41,989



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

営業外費用   

支払利息 48,767 38,983

その他 5,423 0

営業外費用合計 54,191 38,983

経常利益 368,012 361,102

特別利益   

固定資産売却益 ※2  169 －

特別利益合計 169 －

税引前当期純利益 368,181 361,102

法人税、住民税及び事業税 144,878 139,409

法人税等調整額 76 △4,883

法人税等合計 144,954 134,526

当期純利益 223,227 226,576



   

  

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 不動産管理運営事業原価         

(1）支払賃料等    1,767,116   1,741,592  

(2）管理原価等    174,713   180,665  

(3）減価償却費    53,652   55,314  

計    1,995,481  72.6  1,977,573  79.0

Ⅱ 不動産開発販売事業原価         

(1）土地建物原価    700,915   478,662  

(2）その他     4,927   －  

計    705,842  25.7  478,662  19.1

Ⅲ 不動産仲介コンサル 
事業原価 

        

(1）支払仲介手数料    27,500   30,178  

(2）販売広告費    18,939   18,436  

計    46,440  1.7  48,614  1.9

売上原価合計    2,747,764  100.0  2,504,850  100.0



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 166,046 166,046

当期変動額   

新株の発行 － 780

当期変動額合計 － 780

当期末残高 166,046 166,826

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 64,896 64,896

当期変動額   

新株の発行 － 780

当期変動額合計 － 780

当期末残高 64,896 65,676

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,384,877 1,557,685

当期変動額   

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 223,227 226,576

当期変動額合計 172,808 150,947

当期末残高 1,557,685 1,708,632

自己株式   

当期首残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △17

当期変動額合計 － △17

当期末残高 － △17

株主資本合計   

当期首残高 1,615,820 1,788,628

当期変動額   

新株の発行 － 1,560

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 223,227 226,576

自己株式の取得 － △17

当期変動額合計 172,808 152,489

当期末残高 1,788,628 1,941,117



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年11月１日 
 至 平成25年10月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 134 110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 913

当期変動額合計 △23 913

当期末残高 110 1,024

評価・換算差額等合計   

当期首残高 134 110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 913

当期変動額合計 △23 913

当期末残高 110 1,024

新株予約権   

当期首残高 3,713 3,323

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △389 352

当期変動額合計 △389 352

当期末残高 3,323 3,676

純資産合計   

当期首残高 1,619,667 1,792,062

当期変動額   

新株の発行 － 1,560

剰余金の配当 △50,419 △75,628

当期純利益 223,227 226,576

自己株式の取得 － △17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △412 1,265

当期変動額合計 172,395 153,755

当期末残高 1,792,062 1,945,818



 該当事項はありません。 

   

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式 

総平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産、仕掛販売用不動産 

個別原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 なお、賃貸等による収入が発生している販売用不動産に関しては、それぞれの耐用年数に応じた減価償

却を行っております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法  

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）長期前払費用 

定額法 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき当事業年度の負担額を計上しております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。 

 ただし、固定資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、長期前払費用に計上し、５年間で均等償

却を行っております。 

  

（損益計算書） 

 前事業年度において、独立掲記しておりました「保険料収入」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年

度において「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の損益計算書において、「保険料収入」に表示していた73千円は、「その他」として組

み替えております。   

  

（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）

（表示方法の変更）



（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年11月１日以降に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。   

  

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※２ 固定資産として保有していた資産を保有目的の変更により、下記のとおり販売用不動産に振り替えてお

ります。 

  

  

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

（追加情報）

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
当事業年度 

（平成25年10月31日） 

販売用不動産 千円 892,526 千円 1,124,294

仕掛販売用不動産            76,960            54,788

土地  1,624,383  2,062,495

建物  1,507,623  1,770,834

計  4,101,493  5,012,413

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
当事業年度 

（平成25年10月31日） 

1年内返済予定の長期借入金 千円408,849 千円464,322

長期借入金  2,762,209  3,365,384

  
前事業年度 

（平成24年10月31日） 
当事業年度 

（平成25年10月31日） 

販売用不動産 千円 － 千円 104,527

計  －  104,527

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

受取配当金 千円 40,000   千円 30,000

計  40,000    30,000

前事業年度 
（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

車両運搬具 千円 169   千円 －



（注）１ 当社は平成25年５月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。   

  

   ２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり  

であります。 

  

   

     該当事項はありません。   

（１株当たり情報）

前事業年度 

（自 平成23年11月１日 

至 平成24年10月31日） 

当事業年度 

（自 平成24年11月１日 

至 平成25年10月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭567 64

１株当たり当期純利益金額 円 銭70 84

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額    
円 銭70 31

１株当たり純資産額 円 銭612 44

１株当たり当期純利益金額 円 銭71 79

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額    
円 銭71 11

  
前事業年度 

（自 平成23年11月１日 
至 平成24年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年11月１日 
至 平成25年10月31日） 

１株当たり当期純利益      

  当期純利益（千円）  223,227  226,576

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る当期純利益（千円）  223,227  226,576

 期中平均株式数（株）  3,151,200  3,156,238

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額（千円）  －  －

  普通株式増加数  23,747  29,978

  （うちストックオプション）  (23,747)  (29,978)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

第３回新株予約権 個（ 株） 
第４回新株予約権 個（ 株） 

  

40.0 8,000

90.0 9,000

第３回新株予約権 個（ 株） 

  

38.5 7,700

（重要な後発事象）



(1）役員の異動 

  該当事項はありません。 

  

(2）その他 

  該当事項はありません。 

  

６．その他
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